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4. 地域産業振興に向けた風力発電事業の具体化検討プロジェクト 

4.1 プロジェクトの概要及び検討フロー 

基礎調査において有望エリアとされた 2 か所について、より詳細な風力発電事業の可能性を

検討するため、風況観測を実施した。観測結果を踏まえ想定発電量を算出の上、事業性を評価

し有望エリアにおける発電事業の可能性を具体的に検討した。本プロジェクトの検討フローを

図 4-2 に示す。 

 

出典：「伊根町エネルギービジョン策定基礎調査支援業務報告書」（伊根町、令和 2 年 3 月） 

図 4-1 風況有望エリア 

 

図 4-2 プロジェクトの検討フロー 

(a)風況観測手法と地点の選定

(b)60m高鉄塔による風況データの
取得・整理

(c)風況条件の評価と風車選定

(d)発電量予測と事業性・環境性評価

(e)次年度の方向性・スケジュール検討

現地踏査、賃借契約、確認申請

鉄塔設置、観測・点検、撤去

年間データの作成、
風況シミュレーション、CF
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4.2 風況観測手法と地点の選定 

風況観測を行うにあたり観測手法と観測地点の検討を行った。その結果を以下に示す。 

 

 観測手法の選定 

風況観測の手法については、陸上風力発電の検討に必要な風況を観測するため、想定される

風車のハブ高さの 2/3 の高さの風を観測可能な風況観測塔を設置することとした。 

取得する風況データは、平均風速（10 分平均）、平均風向（10 分平均）、最大瞬間風速、風速

の標準偏差、温度とし、観測高度は 57.5m、50m、40m の 3 高度とした。観測塔の高さが 60m を

超えると建築基準法上の超高層建築物の扱いとなり計画期間内の設置が困難になること、また

最上部には避雷針が必要となるため、観測高度は 57.5m とした。 

観測期間は、撤去及びデータ解析期間を考慮し、9 月中旬～2 月中旬までの 5 か月程度とし

た。60m 高鉄塔の撤去は 2 月とし、鉄塔撤去の際は可能な限り現状復旧に努め、財産区の立会

の上、引き渡しを行うこととした。 

観測鉄塔の仕様に関しては、トラス式とポール式を検討した。その結果、緊急時の風向・風

速計の取り外しが容易で安定感のあるトラス式を採用することとした。トラス式鉄塔のイメー

ジを図 4-3 に示す。 

表 4-1 鉄塔の比較仕様 

構造等 トラス式 ポール式 

適用高さ 30～90m 程度 30～60m 程度 

支線 3 か所 4 か所 

占有面積（支線含む） 70m×70m 70m×70m 

作業面積（平場） 10m×10m 80m×100m 

設置方法 下部から上部へ組立て ポール組立て後に立上げ 

交換・修理 設置したまま可能 ポールを倒す必要あり 

 

 

左：周囲が開けた理想的な環境  右：樹木伐採を伴う場合 

図 4-3 60m トラス式鉄塔のイメージ 
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 観測地点の選定 

基礎調査での有望エリア（2 か所）について、以下の観点から候補地を選定し、現地状況の

確認を行った。 

（選定ポイント） 

・エリアの風況を代表する地点として、周囲が開けていること 

・地形の影響を受けにくい尾根部であること 

・安全面から 60m 以内に住居等がないこと 

・複雑地形となるため、有望エリアを代表する風を可能な限り観測できること 

 

表 4-2 風況観測塔設置候補地 

候補地 地点 現地踏査結果 踏査結果 

候補地 A 行尺山山頂部 山頂部が開けており観測塔設置可能。しかし、入口の橋が

狭く、搬入路の法面が崩落している等の懸念事項あり 

〇 

候補地 B 船津山山頂部 山頂までの道が整備されていないため、観測塔設置を断念 × 

候補地 C 通信電波塔前 スペースが狭く設置不可 × 

候補地 D 小豆畑の前 スペースはあるが近くに高い山があり乱流影響が強いと

判断 

× 

候補地 E 残土処分場 スペースが広く観測塔設置可能。ただし、太陽光発電の計

画地と重複 

〇 

現地踏査を実施した時の様子を写真 4-1 に示す。 

 

写真 4-1 現地踏査の様子 

現地踏査の結果、A と E が候補と考えられたが、A の方が有望エリアの範囲に入っている等

の理由から、財産区等との協議の上、候補地 A を観測地点として決定した。 

 

 

 

行尺山山頂部 通信電波塔前 

小豆畑の前 建設残土処分場 
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4.3 60m高鉄塔による風況データの取得・整理 

 風況観測塔の設置 

観測手法、観測地点を踏まえ風況観測塔を設置した。設置までの流れは以下のとおりである。 

 

(1) 許認可関係手続き 

観測塔設置にあたり対応した許認可の内容を表 4-3 に示す。 

 

表 4-3 許認可手続き一覧 

No 手続名称 法律・条例 手続き内容 

1 景観計画変更届 伊根町景観条例 60m 高観測塔設置にあたり、景観計画に与える

影響を整理。付近見取図、配置図、完成予想図

等を提出 

2 伐採届 森林法 地域森林計画の対象となっている民有林の伐採

にあたり伐採及び伐採後の造林の届出書を提出

（伊根町より提出） 

3 建築確認申請 建築基準法 建築基準法に基づき、工作物の新設に伴う確認

申請を実施 

 

また、観測地における土地の賃貸借、立木に伴う補償について、財産区等と協議の上決定

した。 

 

(2) 観測塔設置工事 

観測塔の設置工事を以下のとおり実施した。工事実施状況を写真 4-2 に示す。 

 

表 4-4 観測塔の設置工事工程 

実施日 実施項目 実施内容 

令和 2 年 9 月 9 日（水） 林道整備工事 林道轍整備、下草刈 

令和 2 年 9 月 10 日（木） 
林道整備工事 土砂崩れ撤去、法面掘削工事 

伐採作業 支線取付用伐採作業 

令和 2 年 9 月 11 日（金） 伐採作業 支線取付用伐採作業 

令和 2 年 9 月 16 日（水） アンカー設置工事 
観測資機材搬入 

鉄塔、アンカー用掘削工事 

令和 2 年 9 月 17 日（木） 
アンカー設置工事 鉄塔、アンカー用掘削工事、アース溝作成 

観測鉄塔設置工事 支線及び鉄塔組立 

令和 2 年 9 月 18 日（金） 観測鉄塔設置工事 
鉄塔組立、観測機器、アーム取付 

ロガー、太陽光パネル設置、配線作業 
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写真 4-2(1) 観測塔設置工事の様子 
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写真 4-2(2) 観測塔設置工事の様子 
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写真 4-2(3) 観測塔設置工事の様子 
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(3) 観測塔の点検 

観測塔設置後撤去までの中間地点において観測塔の点検を実施した。点検作業ではロガー

内の異常の有無やバッテリーの確認、支線の緩みの確認及び修正を行った。点検実施状況を

写真 4-3 に示す。 

表 4-5 観測塔の点検工程 

実施日 実施項目 実施内容 

令和 2 年 11 月 26 日（木） 観測塔点検 
データロガーの異常確認 

支線緩みの確認及び修正 

 

 

写真 4-3 点検作業の様子 

 

(4) 観測塔撤去工事 

5 か月の観測期間を終えたのち観測塔の撤去工事を実施した。実施した工程を表 4-6 に示

す。撤去作業は 2 日間行い、1 日目に観測塔本体の撤去、2 日目に基礎部分の撤去を行った。

撤去後は整地を行い、廃棄物については地元の産廃業者に委託の上、処分した。撤去工事の

様子を写真 4-4 に、撤去完了後の現地状況を写真 4-5 示す。 

 

表 4-6 観測塔の撤去工程 

実施日 実施項目 実施内容 

令和 3 年 2 月 24 日（水） 観測塔撤去 
風向計・風速計の撤去 

観測塔支柱、支線の撤去 

令和 3 年 2 月 25 日（木） 基礎部分撤去 観測塔基礎の撤去、整地作業、産廃処分 
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写真 4-4 撤去作業の様子 
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写真 4-5 撤去完了後の写真（全景） 
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 月次報告 

観測データは毎日通信にて取得し、1 か月分のデータをまとめて報告を行った。報告内容は

以下のとおりである。 

表 4-7 解析内容 

種別 項目 期間 目的 

風況 

平均風速 月間 風速の概要を評価する 
風速出現率 月間 風速の出現特性を評価する 
風向出現率 月間 卓越風向を明らかにする 

風向別平均風速 月間 
集合型風車の配置を検討するために、主

風向を明らかにする 

風向別風速出現率 月間 
集合型風車の配置を検討するために、主

風向を明らかにする 

風速の時間的変動 月間 
風車の運転計画を検討するために、風速

の時間的変動特性を評価する。 
 

表 4-8 解析対象期間 

対象期間 令和 2 年 9 月 18 日 0 時～令和 3 年 2 月 23 日 23 時 50 分 

主な欠測 なし 

 

解析結果については高度 57.5m、高度 50m、高度 40m の観測結果を整理した。整理結果の一部

として示した月別平均風速を表 4-9、月別の高度 57.5m の風配図を図 4-4 に示す。 

9 月～2 月までの高度 57.5m の月平均風速は 5.27～7.15m/s である。1 月の月平均風速は

7.15m/s、2 月の月平均風速は 7.04m/s であり、12 月までの平均風速を上回る結果となった。 

風向は月毎に特に出現頻度の高い風向（卓越風向）が異なっており、9 月～10 月は北東、11

月と 2 月は南南西、12 月～2 月は西寄りの卓越風向となった。 

 

表 4-9 平均風速 

観測高度 57.5m 50m 40m 

平均風速

（m/s） 

令和2年9月 5.33 5.12 4.68 

令和2年10月 5.27 4.94 4.48 

令和2年11月 6.11 5.86 5.44 

令和2年12月 5.85 5.40 5.03 

令和3年1月 7.15 6.76 6.33 

令和3年2月 7.04 6.57 6.08 

全期間 6.14 5.77 5.34 

 

 

図 4-4 観測期間中の風配図 

9月18日～10月31日 11月1日～11月30日 12月1日～12月31日 1月1日～1月31日
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4.4 風況条件の評価と風車選定 

風況観測結果から、年間データの補正とエネルギー（発電量）の評価に必要な風車の選定を

行った。検討結果を以下に示す。 

 

 風況データの補正 

分析に使用するデータの実測期間は 5 か月間程度となることから、不足期間のデータについ

て補完を行い、1 年間の風況データを作成した。作成方法を図 4-5 に示す。 

 

 

図 4-5 補完データの作成方法 

 

(1) 補完するデータの選定 

補完するデータについては、観測塔の実測データに基づき近傍の気象台、気象庁が配信す

る気象予報データ等より最も相関の高いものを選定した。観測開始日から 12 月 31 日にかけ

ての観測データ間の相関結果を示したものを表 4-10 に示す。これらの結果より、最も相関が

高かった気象庁配信の最新の予報モデルデータ（メソ数値予報モデル GPV）を用いてデータ

を補完することとした。 

 

表 4-10 補完候補のデータと相関結果 

No データ名称 概要 観測高度 相関 

1 気象台風速データ

（間人） 

観測地から最も近傍にある気象台の

実測データ 

7.9m 0.58 

2 気象台風速データ

（舞鶴） 

観測地から 30 ㎞程離れているが、近

傍気象台の中で最も観測高度が高い

気象台の実測データ 

41.4m 0.30 

3 メソ数値予報モデ

ル GPV 

気象庁が配信している全国の 5 ㎞格

子毎の予報データ。観測地点から最

も近い 4 格子点が対象 

－ 0.78 

 

 

①相関分析
近傍のAMeDAS観測データや実測データと
の相関性を調べ、回帰式を導出

②長期風況データによる平年値補正

回帰式等に基づき、観測地点における不
足分のデータを推定。長期風況データより、
単位時間あたりの平均風速の風速比を求
めて均質化処理を行い、観測データと合わ
せて１年分の風況データを作成
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(2) データの補正 

メソ数値予報モデル GPV のデータを用いて実測で不足する期間分のデータを作成し、12 か

月分の風況データを作成した。作成した結果を図 4-6 に示す。 

 

 

 

図 4-6 補正した年間の月平均風速（高度 57.5m） 

 

 風車の選定 

12 か月分の風況データにより、風車の設置によって想定される発電量を算定するため、発電

量算定に用いる風車を選定した。風車の選定にあたっては、①発電性能のデータ（パワーカー

ブ、スラスト係数）が公開されている、②太鼓山風力発電所の風車と同程度の強度を有する、

③最近の陸上風力発電の設置状況より 2～3MW 級の風車であること、の 3 つの条件から選定を

行った。その結果、Nordex 社が製造する N117/3MW が 3 つの条件を満たしたため、この風車を

選定した。 

表 4-11 N117/3MW の諸元 

出力規模 3MW 

ロータ直径 117m 

ハブ高さ 90m 

IEC クラス ⅡA 

出典：Wind Turbine Models.com より作成 

<https://en.wind-turbine-models.com/turbines/439-nordex-n117-delta> 

 

 

0
1
2
3
4
5
6
7
8

月別平均風速（高度57.5ｍ）

年平均風速 ：5.20（m/s） 

※補完データ：2020/2/24 0:00～2020/9/18 9:00 

観測データ：2020/9/18 12:00～2021/2/23 21:00 

※地上 90m に換算すると 6.20(m/s) 



 

161 

4.5 発電量予測と事業性・環境性評価 

風況観測データ等を用いて発電量予測を行い、事業性・環境性を評価した結果について以下

に示す。 

 

 発電量マップの作成 

補完した 12 か月間のデータを踏まえ、発電量マップを作成した。作成にあたっては、気流解

析ソフトの MASCOT（Microclimate Analysis System for Complex Terrain）を用いて気流解析

を行い、選定した風車で発電可能な発電量を試算した。発電量マップの対象範囲は伊根町内を

中心とした 20 ㎞四方、150m メッシュで計算を行った。 

 

図 4-7 発電量マップの対象範囲（四角の箇所） 

 

図 4-8 発電量マップ（〇は基礎調査における有望エリア） 

A 

B 
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 事業性評価 

(1) 風車配置の検討 

伊根町で有望エリアとされた 2 つのエリア（A、B）について、発電量マップを基に 3MW 風

車の配置を検討した。配置の考え方については風力発電導入ガイドブック（NEDO）より、卓

越風向に対してロータ直径（117m）の 10 倍、垂直方向に 3 倍の離隔をとるものとした。伊根

町全域の年間の卓越風向については、局所風況マップ（NEDO）にある高度 70m の風況データ

を参考とした。これによると卓越風向は南側と考えられたため、南北方向に対して 10D、東

西方向に 3D の離隔を取ることとした。 

 

 

出典：「風力発電導入ガイドブック」（NEDO）より作成 

図 4-9 風車の離隔距離の考え方 

 

 

出典：局所風況マップ（NEDO）<https://appraw1.infoc.nedo.go.jp/nedo/index.html> 

図 4-10 伊根町の風況 

 

検討の結果有望エリア A で 6 基、エリア B で 4 基の風車配置を想定した。配置位置は 10D

×3D の離隔をとりつつ、発電量マップにおいて発電量が良いと試算されたメッシュの上に風

車を配置できるように留意した。この結果、エリア A の想定年間発電量は 49GWh、エリア B

の想定年間発電量は 29GWh と試算された。 

 

直径Ｄ

Ｄ：ロータ直径
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図 4-11 風車の想定配置位置 

 

(2) コストの検討 

エリア A と B に設置された場合の事業コストを検討した。資本費の算出は、資源エネルギ

ー庁調達価格等算定委員会資料（令和 2 年 11 月）にある 2019 年度に設置された風車の資本

費（38.3 万円/kW）の内訳を参考に整理した。 

 
出典：「第 63 回調達価格等算定委員会資料」（資源エネルギー庁、令和 2 年 11 月） 

<https://www.meti.go.jp/shingikai/santeii/063.html> 

図 4-12 設置年度別の陸上風力発電事業の建設費の内訳 

風車配置位置

A

B
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運転維持費、撤去費は、資源エネルギー庁「発電コスト検証 WG」で試算されたコストモデ

ルにある内訳を参照して試算した。 

 

 

出典：「長期エネルギー需給見通し小委員会に対する発電コスト等検証に関する報告 参考資料」 

（発電コスト検証ワーキンググループ、平成 27 年 5 月） 

<https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/mitoshi/009/pdf/009_07.pdf> 

図 4-13 発電コスト検証 WG で想定された運転維持費 

 

土地賃借料は風況観測塔設置時の単価×面積で計算した。面積については、過去の陸上風

力発電事業の事例等から 60,000 ㎡/基と想定した。減価償却費は 17 年の定額法にて試算し

た。土地（伊根町：9,000 円/㎡）と償却資産の固定資産税を計上した。 

 

(3) キャッシュフロー計算書の作成 

コスト検討結果を踏まえ、20 年間の事業を想定したキャッシュフロー計算書を作成した。

2020 年度の FIT 買取価格 18 円/kWh を売電価格とした場合、年間の売電収益は A で 8.82 億

円、B で 5.22 億円である。また、20 年間の事業による利回りを示すプロジェクト IRR は、A

で 4.92%、B で 2.78%と試算された。 
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表 4-12 エリア A のキャッシュフロー計算結果 

 

 

表 4-13 エリア B のキャッシュフロー計算結果 
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 環境性評価 

事業性評価で検討した風車の配置を踏まえ、有望エリア A と B の風車がもたらす発電量と CO2

排出削減量について検討した。 

 

(1) 発電量 

エリア A の想定年間発電量は 49GWh、エリア B の想定年間発電量は 29GWh と試算されたこ

とから、A と B 合計の想定年間発電量は 78GWh である。電気事業連合会がとりまとめている

1 世帯あたりの電力消費量によると平成 28 年度の 1 世帯 1 か月あたりの電力消費量は

247.8kWh である。これを年に換算すると 2,973.6kWh であり、A と B に風車が計画どおり設

置されると約 26,200 世帯分の電気を賄うことができる。伊根町の世帯数は 918 世帯（令和 2

年 1 月 1 日現在）であるため、町内の世帯分の消費電力を十分に賄うことが可能となる。 

 

 
出典：電気事業連合会ウェブサイト 

<https://www.fepc.or.jp/smp/enterprise/jigyou/japan/index.html> 

図 4-14 1 世帯あたりの電力消費量の推移 

 

(2) CO2削減量 

有望エリアでの発電事業に伴う CO2 削減量を試算した。環境省がまとめている電気事業者

別排出係数（令和 3 年）によると、関西電力株式会社の排出係数は 0.340kg-CO2/kWh である。

一方、一般社団法人日本風力発電協会の資料によると、風力発電によるライフサイクル排出

量 0.028kg-CO2/kWh である。これを用いて計算すると、A と B 合計で、約 24,000t-CO2/年の

削減効果があると試算された。 

伊根町地球温暖化対策実行計画（平成 19 年度）によると、伊根町の事務・事業に関する CO2
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排出量は 936,126kg-CO2/年（約 936t-CO2/年）である。また、環境省の平成 30 年度家庭部門

の CO2 排出実態統計調査の結果によると、1 世帯あたりの CO2 排出量は 3.04t-CO2/年であり、

伊根町全世帯分で約 2,791t-CO2/年（3.04t-CO2/年×918 世帯）である。このことから、町内

の家庭部門の CO2排出量は十分に相殺可能な量であることが確認できる。 

 

出典：「平成 30 年度 家庭部門の CO2排出実態統計調査の結果（速報値）について」 

（環境省、令和元年 9 月 30 日） 

図 4-15 世帯当たり年間エネルギー種別 CO2排出量・構成比（全国） 
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 発電所の事故防止 

平成 25 年 3 月 12 日、太鼓山風力発電所 3 号機のナセルが落下する事故が発生した。事故の

原因は風の乱れ（乱流）に伴うタワートップボルトの折損と、その発見の遅れによる。 

 

 
出典：「京都府太鼓山風力発電所３号機ナセル落下事故報告 報告書」（京都府、平成 25 年 12 月 26 日） 

図 4-16 太鼓山風力発電所のナセル落下事故の様子 

 

太鼓山風力発電所の事故の要因の 1 つが乱流であることから、観測塔での実測結果より乱流

強度を整理した。整理した結果を図 4-17 に示す。この結果によると、15m/s の風速において 0.2

前後である。IEC の風車の規格においては、最も乱流強度に対して強度のある風車のクラスで

風速 15m/s において 0.16 程度の数値であるため、これと比較しても高い数値が記録された。 

 

 

図 4-17 観測結果に基づいた乱れ強度の整理結果 

 

現在はメンテナンスの高度化や故障予知技術の進展により、タワートップボルトに生じた疲

労の解析や故障の早期発見が可能な技術開発が行われているが、乱流に伴う故障を防止する観

点でクラスⅡA よりさらに乱流強度に強い風車の導入が必要と想定される。ただし、事業性評

価で想定した風車よりさらに乱流に強い風車を導入すると想定発電量が減少するため、事業性

は悪化する可能性が高い。 
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 事業者ヒアリング 

事業性評価、環境性評価の結果を踏まえ、事業者ヒアリングを行い、風況データや許認可情

報等の判断情報を提供の上、事業化意欲を確認した。事業者の選定条件として、伊根町の有望

エリアの事業規模での検討実績がある、もしくは同程度の規模でも検討してもらえると想定さ

れる事業者を検討した。その中で 2 社（以下、「A 社、B 社」とする）から協力が得られ、ヒア

リングを実施した。A 社のヒアリング結果を表 4-14 に示す。なお、ヒアリング時は 1 月までの

風況データを用いてデータを作成したため、最終的な風況データと多少数値が異なっている。 

 

表 4-14 ヒアリング結果（A 社） 

質問項目 ヒアリング結果 

(1)有望エリア

での事業可能性 

・ 12 か月の補正結果が 5.98m/s だとすると、よほど条件が良くないと事業化

は厳しい。年平均風速で 6.5m/s～7.0m/s くらいが必要。 

・ 複雑地形の場合、鉛直分布のグラフで示された係数よりも風速が少ない傾

向があり、実際の年平均風速は 5.7m/s くらいの可能性あり。 

・ 事業 IRR については 8％くらいが必要。事業者によって異なるが、7～8%が

事業性の目安となる。買取価格は 18 円/kWh より下がっていく一方で、事

業環境は厳しくなる。 

・ 風況の良い配置検討エリアの近くに集落があり、設置箇所から 500m 以内

だと環境影響評価時に問題になる。 

・ 有望エリア A の方が事業性は良いと思うが、それでも事業化は難しい気が

する。 

(2)事業化を想

定した場合の課

題 

・ 風況の次に懸念するのは運搬の問題であり、水切り港から設置場所までの

距離と運送経路の確認が必要。水切り港は重要港湾クラスが求められる。 

・ 最近は陸上でも 3MW クラスは少なく 4MW 以上のものしか販売されていな

い。その風車のブレード等を運搬できるかが課題。 

・ 最近はクラスⅡA の風車は平坦地形でしか使われない。複雑地形になると

複雑地形の条件に合わせたクラス T 型の風車を導入することになる。 

・ 搬入路の入口の橋が狭い。他の搬入路を確保するため、造成が必要な可能

性もある。 

・ 事業化を検討するためには系統連系地点までの距離や送電ロス、ウェイク

ロスを考慮する必要もある。 

(3)風車の設置

規模・基数につ

いて 

・ 設置基数を風況の良い場所だけに絞っても道路整備費等の固定費がある

のである程度の基数は必要。 

・ 一番風況のよさそうな場所の近くに集落があるのでそれが問題。 

(4)伊根町・町民

に対する要望 

・ 事業を行う場合、早期に住民に開示した方が良い。その場合に町からもサ

ポートが望まれる。 

(5)その他 ・ 乱流強度の計算については実測値のみで 10 分値で計算する。 

・ ウィンドシアのαの計算方法が違っているので修正した方が良い。 

・ 風向は月ごとに変わっているので 1 年間の観測を見てみないとわからな

い。 

 

事業者が想定する IRR は 7～8％程度であることから、IRR が 4.55%という結果ではよほど条

件が良くない限り事業化は難しいとの意見であった。輸送計画を考慮した造成費用も求められ

るため、好条件とはいえず、事業化は困難であると推察される。また、設置想定箇所の近くに

集落があると環境影響評価時に問題になる点も懸念されるとのことであった。なお、直近のト

レンドでは陸上風車は 4MW 規模のものが多いとのことであり、輸送計画を立てる際にもその規
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模の風車の導入を想定する必要があることも明らかとなった。 

続いて B 社に対するヒアリング結果を表 4-15 に示す。 

 

表 4-15 ヒアリング結果（B 社） 

質問項目 ヒアリング結果 

(1)有望エリア

での事業可能性 

・ 観測塔の実測結果で年平均風速が 5.5m/s 以上であることを事業性の１つ

の目安としている。今回の結果（5.06m/s）だと事業化は厳しい。輸送コス

トを考慮するともう少し風況が必要かもしれない。 

・ 中国製の風車等、低風速でも発電量を稼げる機種を選定することになる。

風車の大きさは 3MW～4MW クラスになるが、乱流が強いので強度の不安が

ある。 

・ 乱流に耐えうるクラス I、T 型風車になると発電量が少なくなりコストも

高くなる。 

・ 事業化には IRR の数値だけではなく、地元の協力が得られるかが重要とな

る。 

(2)事業化を想

定した場合の課

題 

・ 町内には漁港しかなく、水揚げの場所がない。舞鶴港等で水揚げし、陸上

輸送することになり、そのための輸送計画が必要。舞鶴港から運ぶ場合は、

運搬に丸 1 日くらいはかかる。場合によっては、1 日で運べない可能性も

あるので、中間地点で借り置き場等も確保する必要がある。歩道橋撤去、

道路標識移設、電柱移設等も必要。 

・ 候補地までブレード等を運ぶためには道幅を広くする必要がある。急斜面

の山頂に設置する場合、約 10 度程度の道路勾配が最大なので、造成距離が

増えてしまう 

・ 買取価格は現在、18 円/kWh だが年々下がっている。買取価格が分からない

と収支計算はできない。 

(3)風車の設置

規模・基数につ

いて 

・ 今回の検討では 2 つの有望エリアで 30MW を想定しているが、50MW くらい

欲しい。基数を選抜する場合は 1 基の出力を 4MW くらいに大きくする必要

がある。 

(4)伊根町・町民

に対する要望 

・ 事業を早く着手するため、許認可関係等、地元の協力体制が欲しい。 

・ 環境アセスメント、自然公園法の規制緩和が期待されるが、地元の理解・

協力は事業実施にあたり必要不可欠。風車の運搬時に道路を一時通行止め

にすることになるので、地元の理解が得られないと事業は難しい。 

・ 洋上風力発電に関しては国が調査を実施するセントラル方式となる傾向

であり、洋上風力発電の可能性も町にあると良い。 

(5)その他 ・ 地域貢献策としては教育の一環で地元小学生に対する見学会、地元雇用、

イベントへの協賛等が考えられる。 

・ 自治体担当者の同意も不可欠であり、協議しながら計画を進める必要があ

る。 

・ 風力発電に対するイメージは住民それぞれ異なるので、地元住民が事業に

対して神経質になっていなければ良い。 

 

B 社も、輸送計画を考慮するともう少し風況が良くないと事業化は厳しいとの認識を示した。

発電しやすい風車を選定するとその分乱流に対して弱くなるので、乱流強度に対する不安もあ

るとのことである。 

また、事業を行うためには地元の理解が必要である点を示している。風力発電導入に反対す

る動きが起きないよう、地元の自治体担当者の協力を得ながら事業を進めていく必要性をご指

摘いただいた。このほか、各地で洋上風力発電の計画が進んでいることから、洋上風力発電の

可能性についても期待するとの意見をいただいた。 
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 落雷対策 

風力発電事業において留意すべき落雷対策について整理を行った。陸上風力発電の故障リス

クとして落雷によるブレードの破損等が挙げられる。 

平成 27 年度に「発電用風力設備の技術基準の解釈について」（いわゆる風技解釈）が一部改

正され、「雷撃から風車を保護するような装置」を満たす要件として、「次に掲げる地域の区分

に応じ」と雷保護を重点的に行わなければならない地域を明示的に示された。これによると、

伊根町は落雷の多い地域に属している。 

 
出典：「発電用風力設備の技術基準の解釈について」（経済産業省） 

図 4-18 雷保護を重点的に行うべき地域 

 

そのため、伊根町に風車を設置する際には、(イ)風車への雷撃の電荷量を 600 クーロン以上

と想定して設計すること、(ロ)雷撃から風車を保護する効果が高く、かつ、容易に脱落しない

適切なレセプタを風車へ取付けること、(ハ)雷撃によって生ずる電流を風車に損傷を与えるこ

となく安全に地中に流すことができる引下げ導体等を施設すること、(ニ)風車への雷撃があっ

た場合に直ちに風車を停止することができるように、非常停止装置等を施設すること、の 4 つ

が求められる。 

レセプタ付きブレードでは、高い確率でレセプタに直接被雷し、レセプタ以外のブレード部

分への雷撃を防ぐ効果があることが確認されている。ダウンコンダクターは、レセプタで受け

た雷撃を地中へと放電する導体機構のことである。ダウンコンダクターは十分な耐雷性能（材

料及び太さ）を持つ導体で施設し、導体接続部についても雷電流を安全に流せる構造とするこ

とが必要である。レセプタ、引下げ導体（ダウンコンダクター）の例を図 4-19 に示す。雷撃を

100%回避するのは不可能だが、雷撃のダメージを和らげる装置と、雷検出装置による早期対応

が落雷対策としては有効となる。 

 
出典：平成 28 年度-平成 29 年度 NEDO 成果報告書「雷検出装置等の性能・評価技術の開発」,20180000000588 

図 4-19 レセプタとダウンコンダクターの例 
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4.6 次年度の方向性・スケジュール検討 

本調査では、5 か月間の風況観測を踏まえて 12 か月分の年平均風速を算出し、事業性評価、

環境性評価、事業者ヒアリング等を通じて伊根町の有望エリアにおける風力発電事業の可能性

を検討した。その結果、以下のような結論が得られた。 

・ 実測データ 5か月分＋予測モデルを基に補完した 7か月分のデータを用いて整理した結果、

観測地点では高度 90m 換算で 6.20m/s の年平均風速が見込まれる。 

・ 有望エリア 2 地点（A,B）に風車を設置した場合の想定発電量は約 1,600GWh、20 年間の CO2

排出削減量は約 49 万 t-CO2（約 24,000t-CO2/年）と想定される。 

・ 検討結果を踏まえ、風力発電事業者へヒアリングを行った結果、民間事業者が売電目的で

事業を行う可能性は現時点では低い。 

・ 乱流強度（観測結果から計算）の期待値は、15m/s の風速において 0.2 前後と高く、乱流に

強い風車が必要となる。 

・ 事業化においては、大規模な工事等が発生するため採算性だけでなく地元の理解が得られ

ていることが重要となる。 

 

これらのことから、次年度以降の検討として、売電事業以外に地産地消モデルの活用も検討

しつつ風力発電導入の可能性を探っていくべきと考える。 

風力発電事業を進める場合の参考として、風力発電導入の流れを図 4-20 に示す。 

事業実施となる場合は、建設予定地における風況観測データが連続 12 か月分以上必要とな

る。また、環境影響評価等の調査を行いながら周辺住民への説明を行っていく必要がある。そ

の後基本設計、実施設計を実施し、許認可手続きや電力会社との系統連系の事前協議を行い、

建設、運転開始となる。 

 

 

出典：資源エネルギー庁ウェブサイト<https://renewable-energy-concierge.go.jp/started_wind.html> 

図 4-20 風力発電導入の流れ 
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